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平成20年２月１日（金）

第1913号

 

毎 週 火・金 曜 日 発 行
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  訓　　　　　令  

山形県訓令第２号

庁　　　　　中

出　先　機　関

　山形県文書管理規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

　　平成20年２月１日

山形県知事　　齋　　　藤　　　　　　　弘

　　　山形県文書管理規程の一部を改正する訓令

　山形県文書管理規程（昭和43年４月県訓令第７号）の一部を次のように改正する。

　　　　　　　「　　　　　　　　　「

総務ア

人事イ

財務ウ

総務Ａ

人事Ｂ

財務Ｃ
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　別表第２号中　　　　　　　　　を　　　　　　　　　に、

　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　」

「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に、

会計エ

企画オ

民生カ

生活キ

消防防災ク

衛生ケ

環境コ

商工サ

労働シ

農務ス

農地セ

林務ソ

水産タ

建設チ

会計Ｄ

企画Ｅ

福祉Ｆ

生活文化Ｇ

安全Ｈ

衛生Ｉ

環境Ｊ

商工Ｋ

労働Ｌ

農務Ｍ

農地Ｎ

林務Ｏ

水産Ｐ

建設Ｑ

県史統計調査電子計算学事宗務

福利厚生恩給年金 福利厚生年金

国際交流交通
エネルギ

ー水資源
地域振興開発

青少年女

性
援護介護保険

国民健康

保険
保険

児童母子

福祉

障がい福

祉
老人福祉

文化外事

保安消防

統計調査情報通信交通
エネルギ

ー水資源
地域振興計画

援護介護保険
国民健康

保険

児童母子

福祉

障がい福

祉
老人福祉

県民活動
女性青少

年
県史学術文化国際
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改め、同表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

ア総務の項の表を次のように改める。

　　　　　　　　　　　　　　「　　　　　「　　　　　　「　　　　　　　「

　別表第２号イ人事の項の表中　　　　　を　　　　　に、　　　　　　　を　　　　　　　に改め、同別表ウ財

　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　」　　　　　　　　」　　　　　　　」

　　　　　　「　　　　　「　　　　　　「

務の項の表中　　　　　を　　　　　に、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　」　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「　　　　　「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改め、同別表エ会計の項の表中　　　　　を　　　　　に、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　」　　　

「　　　　　　　　　　　　「

　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　に改め、同別表オ企画の項からク消防防災の項までを次の

　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　」

ように改める。

交通安全危機管理防犯国民保護保安消防

雇用保険職業訓練職業安定労政

蚕糸農産農業技術農業経済農政

職業訓練就業促進労政

農産振興農業技術農業経済農政企画

総務Ａ

９８７６５４３２１０
第三分類

第二分類

国体公益法人訴務栄典表彰皇室総記総記0

情報公開
個人情報
保護

行政資料法令審査浄書管理公印保存文書官報公報文書収発総記文書１

経営改善
市町村振

興

特別地方

公共団体

地方交付

税地方債
税務財務行政総記地方行政２

県民相談広聴報道
広報成果

物
広報総記広報３

冷暖房管

理
電気管理車両管理庁中管理総記庁中管理４

５

６

７

８

９

イ

ウ

Ｂ

Ｃ

エ Ｄ

恩給年金 年金

県税管理県税徴収
県税間接

税

県税直接

税

県税管理県税徴収県税賦課

決算 債権管理決算
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企画Ｅ

９８７６５４３２１０
第三分類

第二分類

総記総記0

土地対策県政調査県政企画総記企画調査１

重要開発

計画

総合発展

計画
総記計画２

地域振興

企画
総記地域振興３

エネルギ

ー
水資源総記

エネルギ

ー水資源
４

輸送
交通企画

調査
総記交通５

情報化研

修

システム

管理
電子県庁

地域情報

化
総記情報通信６

諸統計人口労働教育厚生衛生経済商工農林水産総記統計調査７

８

９

福祉Ｆ

９８７６５４３２１０
第三分類

第二分類

その他の

社会福祉

社会福祉

研修

行旅病死

亡人
婦人保護地域福祉

民生児童

委員
融資資金法人総記総記0

指定医療

機関
医療扶助保護施設経理

生活保護

法施行
総記生活保護１

施設福祉在宅福祉保健医療総記老人福祉２

障がい者

扶養共済
施設福祉在宅福祉

障がい者

手帳
相談総記

障がい福

祉
３

児童手当施設措置児童育成母子福祉総記
児童母子

福祉
４

療養取扱

機関
保険者総記

国民健康

保険
５

事業者保険者総記介護保険６

引揚者援

護

旧軍人等

恩給

戦傷病者
戦没者遺
族

未帰還者
帰還者援
護

総記援護７

８

９
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生活文化Ｇ

９８７６５４３２１０
第三分類

第二分類

総記総記0

県民生活総記生活１

海外技術

協力
国際交流海外渡航総記国際２

宗教法人文化振興総記文化３

科学高等教育総記学術４

県史編さ

ん
総記県史５

青少年対

策

少子化対

策

男女共同

参画
総記

女性青少

年
６

災害ボラ

ンティア

最上川県

民運動

県民活動

振興

ＮＰＯ法

人認証
総記県民活動７

８

９

安全Ｈ

９８７６５４３２１０
第三分類

第二分類

消防統計消防表彰総記総記0

防災行政

無線

自主防災

組織

土砂災害

対策

石油コン
ビナート
防災対策

震災対策災害救助防災訓練
地域防災

計画
防災会議総記防災１

警防教育訓練救急
消防施設

整備

消防設備

士

危険物規

制
予防総記消防２

猟銃等火薬電気高圧ガス総記保安３

有事・緊
急事態事
案

国民保護

訓練

国民保護

計画

国民保護

協議会
総記国民保護４

犯罪被害

者支援

安全安心
なまちづ
くり

総記防犯５

危機管理総記危機管理６

交通安全

対策
総記交通安全７

８

９
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　　　　　　　　　　　　　　「　　　　　「　　　　　　「　　　　　　　「　　　　　　　　「

　別表第２号ケ衛生の項の表中　　　　　を　　　　　に、　　　　　　　を　　　　　　　に、　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　」　　　　　　　　」　　　　　　　」　　　　　　　　」

　「　　　　　　　　「　　　　　　　「　　　　　　　　「　　　　　　　「

を　　　　　　　に、　　　　　　　を　　　　　　　に、　　　　　　　を　　　　　　　に改め、同別表コ環

　　　　　　　」　　　　　　　　」　　　　　　　」　　　　　　　　」　　　　　　　」

　　　　　　「　　　　　「　　　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　

境の項の表中　　　　　を　　　　　に、　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　」　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「　　　　　　　　　　　　　　　　　　「　　　　　　　　　　　　「

　　　　　　　　　　　　　　　　　に、　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　に改め、同別表

　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　」

　　　　　　　　「　　　　　「

サ商工の項の表中　　　　　を　　　　　に改め、同別表シ労働の項及びス農務の項を次のように改める。

　　　　　　　　　　　　」　　　　　」

Ｉ 試験研究ケ 性病

労働Ｌ

９８７６５４３２１０
第三分類

第二分類

総記総記0

勤労青少
年女性対
策

労働福祉労働教育労使関係総記労政１

人材確保
シルバー

人材
職業指導職業紹介総記就業促進２

女性就業

支援
技能検定

指導員免

許

事業内訓

練
職業訓練総記職業訓練３

４

５

６

７

８

９

旅館興業
場公衆浴
場

旅館興行
場公衆浴
場

性感染症
環境衛生

適正化　

生活衛生

適正化　

地球温暖

化対策
化学物質地盤沈下 鳥獣保護

みどり環

境
鳥獣保護

サ Ｋ

コ Ｊ 地盤沈下
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　　　　　　　　　　　　　　　「　　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

　　別表第２号セ農地の項の表中　　　　　を　　　　　に改め、同別表ソ林務の項の表中　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

　「　　　　　　「　　　　　　　　　　　　「

　　　　　　に、　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　に改め、同別表タ水産の項の表中

　　　　　」　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　」

　「　　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「　　　　　「　　　　　 「

　　　　　　を　　　　　に改め、同別表チ建設の項の表中　　　　　を　　　　　に、　　　　　　　　　　　

　　　　　」　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　」　 　　　　　　　　　　　」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

　　「　　　　　　　　　　　　　「　　　　　　　「

　を　　　　　　　　　　　　に、　　　　　　　を　　　　　　　に、　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　」　　　　　　　」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

　「

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　」

　　　附　則

　この訓令は、平成20年４月１日から施行する。

農務Ｍ

９８７６５４３２１０
第三分類

第二分類

災害復旧試験研究
農業関係

表彰

農業委員

会
総記総記0

食糧
生産総合

対策
地域農政

農業構造

改善対策

農政企画

調査
総記農政企画１

農業講習融資資金共済農協検査農協育成総記農業経済２

農業経営

機械

農村青少
年教育研
修

生活改良

普及

農業改良

普及
総記農業技術３

土壌汚染
肥飼料検

査
植物防疫農産総記農産振興４

卸売市場消費流通
青果物流

通
蚕業振興

園芸特産

振興

特用作物

振興

野菜花き

振興
果樹振興総記園芸特産５

衛生飼料対策畜産経済畜産経営
酪農肉畜

振興

家畜改良

増殖
総記畜産６

７

８

９

タ

被災建築

物宅地危

険度判定

士

住宅建築

物耐震改

修等事業

がけ地移

転

Ｐ 舗装改良

Ｎセ ソ

がけ地移

転

Ｏ 県営林 森づくり県営林

国道地方道 維持修繕 道路環境

Ｑチ
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  告　　　　　示  

山形県告示第95号

　山形県青少年保護条例（昭和54年３月県条例第13号）第８条第１項の規定により、次の図書類を青少年に有害な

図書類として指定する。

　　平成20年２月１日

山形県知事　　齋　　　藤　　　　　　　弘

指定の理由発 行 所 等図書コード等題　　　　　　　　　　　　名
指定

番号

著しく青少年の

性的感情を刺激

し、その健全な

育成を阻害する

おそれがある。

㈲つり案内社02971－02危険な愛体験Special　2008年２月号8686

㈱ 秋 田 書 店40354－92恋愛ジャンキー〔無敵の女子高生!〕8687

㈱ リ イ ド 社50439－35ケン月影傑作選　柔肌仕事人～愛地獄～8688

㈱ 竹 書 房13545－２月刊劇漫スペシャル2008　２月号8689

㈱日本文芸社52775－82禁じられた男と女　溺れる人妻編8690

三 和 出 版 ㈱07544－02発掘!!お宝映像ハプニングアイドル集２月号増刊8691

㈱ 竹 書 房11586－1/10愛の体験mini8692

宙 出 版18815－02Young Love Comic aya 2008　２月号8693

セ ブ ン 新 社07689－02微熱SUPER デラックス2008 ２ FEB8694

三 和 出 版 ㈱19673－02レディースコミック・タブー　２月号8695

㈱ 白 泉 社67504－35ふたりエッチ ザ・チョイス　コスプレ優良さん編8696

㈱ 芳 文 社50524－08
○秘 女の事件簿⑯

ベストセレクション過激な女編
8697

㈱オデッセウス出版17521－09人妻熟女プレイ情報　９月号8698

㈱日本文芸社52775－81大紀の眩しい熟女スペシャル8699

セ ブ ン 新 社19615－02恋愛美人if 2008  ２8700

㈱メディアックス51553－85ドキュメント浮気妻体験報告Vol.68701

㈱ 双 葉 社50172－76ACTION COMICS　人妻そぼ濡れ模様8702

㈱ 双 葉 社50172－54ACTION COMICS　あくまで天使8703

㈱ 双 葉 社50172－73ACTION COMICS　こあびた①8704

㈱ 竹 書 房57614－76「秘書課ドロップ③」8705
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　《参考》山形県青少年保護条例第８条第２項第１号及び第２号の規定（包括指定）に該当する有害な図書類

　（図　書）

　（録画テープ等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第96号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第49条の規定により、指定医療機関を次のとおり指定した。

　　平成20年２月１日

山形県知事　　齋　　　藤　　　　　　　弘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第97号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第49条第（55条において準用する同法第49条）の規定により、指定施術機関

を次のとおり指定した。

　　平成20年２月１日

山形県知事　　齋　　　藤　　　　　　　弘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第98号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第１項の規定により、指定介護機関を次のとおり指定した。

　　平成20年２月１日

山形県知事　　齋　　　藤　　　　　　　弘

発 行 所 等図書コード等題　　　　　名番号

㈱ 大 洋 図 書68460－54
【 ウルトラィヨウ! 】Volume 

04
 １

若 生 出 版 ㈱02591－02カルビPOWER　２月号 ２

㈱ 一 水 社18399－２まんがシャワー　２月号３

㈱コアマガジン18296－02
漫画ばんがいち２月号増刊Ｈ

コミックホットミルク
４

発 行 所 等区　　　分題　　　　　名番号

麒 麟 堂ＤＶＤTRIPLE EXTASY １

㈱セブンエイトＤＶＤ隷従学園　上姦２

指定年月日　 指 定 医 療 機 関 の 所 在 地　　 指 定 医 療 機 関 の 名 称　

平成19.12.27村山市大字湯野沢1921番地羽 根 田 医 院

指定年月日　 指 定 施 術 機 関 の 住 所　開 設 者　指定施術機関の名称　

平成19.11.12山形市あさひ町19番13号Ｓビル101

株式会社ふれあい在宅

マッサージ

代表取締役　澤登　拓

株式会社ふれあい在宅マッ

サージ
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山形県告示第99号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第４項において準用する同法第50条の２の規定により、指定介護

機関から次のとおり廃止した旨の届出があった。

　　平成20年２月１日

山形県知事　　齋　　　藤　　　　　　　弘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第100号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定により次の者に委託した山形県就農施設等資金貸

付金に係る償還金の収納事務の委託契約を平成20年１月15日に解除した。

　　平成20年２月１日

山形県知事　　齋　　　藤　　　　　　　弘

１　名　称　　山形県信用農業協同組合連合会

２　住　所　　山形市七日町三丁目１番16号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第101号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定により次の者に委託した山形県農業改良資金貸付

金に係る償還金の収納事務の委託契約を平成20年１月15日に解除した。

　　平成20年２月１日

山形県知事　　齋　　　藤　　　　　　　弘

指定年月日
指定介護機関及び居宅介護

支援事業所の所在地　　　

施設又は実施する

事 業 の 種 類

指定介護機関及び居宅

介護支援事業所の名称

平成19. 9. 8最上郡鮭川村大字京塚951番地の５
訪 問 介 護

介護予防訪問介護
ふれあい鮭川訪問介護事業所

同　　　　　　　同　　　　　　居 宅 介 護 支 援
ふれあい鮭川指定居宅介護支

援事業所

同　　 12.10米沢市大字口田沢1500番地の１

訪 問 入 浴 介 護

介護予防訪問入浴

介護

株式会社きらり　訪問入浴介

護事業所

同　　 12.14鶴岡市熊出字日鑓31番3,35番
通 所 介 護

介護予防通所介護
デイサービスあさひ

同　　 12.21同　　日枝字海老島36番４号通 所 介 護療養通所介護ゆい

同　　　　　　同　　　　　　
通 所 介 護

介護予防通所介護
デイサービスきらり

同　　 12.25米沢市徳町210番地の１
訪 問 介 護

介護予防訪問介護
ケアセンターマロニエ

同　　 12.26東田川郡庄内町狩川字小縄３番３
通 所 介 護

介護予防通所介護
デイサービスやまゆり

廃止年月日
指定介護機関及び居宅介護

支援事業所の所在地　　　

施設又は実施する

事 業 の 種 類

指定介護機関及び居宅

介護支援事業所の名称

平成19. 7. 1最上郡鮭川村大字京塚951番地の５訪 問 介 護ふれあい鮭川訪問介護事業所

同　　　　　　　同　　　　　　　居 宅 介 護 支 援
ふれあい鮭川指定居宅介護支

援事業所
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所　　　　　　　　　　　　在　　　　　　　　　　　　地名　　　　　　　称

山形市七日町三丁目１番16号
山形県信用農業協同組合連

合会

山形市旅籠町一丁目12番35号山 形 農 業 協 同 組 合

山形市幸町18番20号山 形 市 農 業 協 同 組 合

天童市老野森二丁目１番１号天 童 市 農 業 協 同 組 合

寒河江市中央工業団地75番地さがえ西村山農業協同組合

村山市楯岡北町一丁目１番１号みちのく村山農業協同組合

東根市大字東根甲1390番地の１東 根 市 農 業 協 同 組 合

東根市神町中央一丁目８番１号神 町 農 業 協 同 組 合

東根市大字野川1325番地山形東郷農業協同組合

最上郡大蔵村大字清水1414番地山形もがみ農業協同組合

新庄市大字鳥越字南沢山神沢2080番地新庄もがみ農業協同組合

新庄市沖の町５番55号新 庄 市 農 業 協 同 組 合

最上郡真室川町大字新町141番地１真室川町農業協同組合

最上郡金山町大字金山456番地30金 山 農 業 協 同 組 合

東置賜郡川西町大字上小松978番地の１山形おきたま農業協同組合

鶴岡市上藤島字備中下３番の１庄内たがわ農業協同組合

鶴岡市日吉町３番７号鶴 岡 市 農 業 協 同 組 合

東田川郡庄内町余目字三人谷地172番地余 目 町 農 業 協 同 組 合

酒田市曙町一丁目１番地庄内みどり農業協同組合

酒田市坂野辺新田字葉萱112番地酒田市袖浦農業協同組合

山形市吉原二丁目８番６号山形県酪農業協同組合
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山形県告示第102号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定により、次のとおり歳入の収納の事務を委託し

た。

　　平成20年２月１日

山形県知事　　齋　　　藤　　　　　　　弘

１　委託した収納事務

　　山形県農業改良資金貸付金に係る償還金の収納事務

２　受託者の名称及び所在地

所　　　　　　　　　　　　在　　　　　　　　　　　　地名　　　　　　　称

山形市旅籠町一丁目12番35号山 形 農 業 協 同 組 合

山形市幸町18番20号山 形 市 農 業 協 同 組 合

天童市老野森二丁目１番１号天 童 市 農 業 協 同 組 合

寒河江市中央工業団地75番地さがえ西村山農業協同組合

村山市楯岡北町一丁目１番１号みちのく村山農業協同組合

東根市大字東根甲1390番地の１東 根 市 農 業 協 同 組 合

東根市神町中央一丁目８番１号神 町 農 業 協 同 組 合

東根市大字野川1325番地山形東郷農業協同組合

最上郡大蔵村大字清水1414番地山形もがみ農業協同組合

新庄市大字鳥越字南沢山神沢2080番地新庄もがみ農業協同組合

新庄市沖の町５番55号新 庄 市 農 業 協 同 組 合

最上郡真室川町大字新町141番地１真室川町農業協同組合

最上郡金山町大字金山456番地30金 山 農 業 協 同 組 合

東置賜郡川西町大字上小松978番地の１山形おきたま農業協同組合

鶴岡市上藤島字備中下３番の１庄内たがわ農業協同組合

鶴岡市日吉町３番７号鶴 岡 市 農 業 協 同 組 合

東田川郡庄内町余目字三人谷地172番地余 目 町 農 業 協 同 組 合

酒田市曙町一丁目１番地庄内みどり農業協同組合

酒田市坂野辺新田字葉萱112番地酒田市袖浦農業協同組合

山形市吉原二丁目８番６号山形県酪農業協同組合
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３　委託年月日

　　平成20年１月15日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第103号

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第113条の２第１項の規定により、次のとおり土地改良事業の施行に伴う工

事が完了した旨の届出があった

　　平成20年２月１日

山形県知事　　齋　　　藤　　　　　　　弘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第104号

　平成20年度における保安林の皆伐による立木の伐採につき、森林法（昭和26年法律第249号）第34条第１項の規定

による許可をすべき皆伐面積の限度は、次のとおりである。

　　平成20年２月１日

山形県知事　　齋　　　藤　　　　　　　弘

工事完了年月日事　　業　　の　　名　　称地　区　名届　出　者　の　名　称

平成19年11月15日
基 盤 整 備 促 進 事 業

（水田利活用緊急支援事業）
法 田最 上 町

皆 伐 面 積 の 限 度森林法施行令第４条の２第４項に規定する同一の単位とされる保安林

ヘクタール

314.36

113.56

505.52

90.92

640.31

365.19

391.73

480.86

215.52

103.82

250.64

405.42

418.41

494.14

25.06

11.76

7.63

340.24

142.20

43.31

38.30

31.50

431.45

57.74

28.41

110.62

504.32

水 源 か ん 養 保 安 林

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

土 砂 流 出 防 備 保 安 林

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

日 向 川

相 沢 川

田 川 地 区

五 十 川 ～ 鼠 ヶ 関 川

鮭 川

小 国 川

銅 山 川 ～ 角 川

北 村 山 地 区

寒 河 江 川

月 布 川 ～ 朝 日 川

山 形 地 区

白 川

荒 川

置 賜 地 区

前 川

日 向 川

相 沢 川

田 川 地 区

五 十 川 ～ 鼠 ヶ 関 川

鮭 川

小 国 川

銅 山 川 ～ 角 川

北 村 山 地 区

寒 河 江 川

月 布 川 ～ 朝 日 川

山 形 地 区

白 川
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山形県告示第105号

　山形県指定金融機関等県公金取扱規程の一部を改正する規程を次のように定める。

　　平成20年２月１日

山形県知事　　齋　　　藤　　　　　　　弘

　　　山形県指定金融機関等県公金取扱規程の一部を改正する規程

　山形県指定金融機関等県公金取扱規程（昭和39年８月県告示第703号）の一部を次のように改正する。

58.91

307.26

25.38

22.82

22.34

3.82

0.62

0.06

8.68

13.06

1.14

16.32

1.64

0.94

6.49

2.84

3.08

4.24

8.92

1.58

11.14

2.82

1.22

3.68

4.52

13.00

1.06

1.12

17.78

5.34

0.12

0.24

0.60

24.10

3.34

18.14

6.40

16.54

0.80

同

同

同

飛 砂 防 備 保 安 林

同

同

防 風 保 安 林

同

干 害 防 備 保 安 林

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

魚 つ き 保 安 林

保 健 保 安 林

同

同

同

同

同

同

同

同

荒 川

置 賜 地 区

前 川

遊 佐 町

酒 田 市

鶴 岡 市

遊 佐 町

酒 田 市

酒 田 市

鶴 岡 市

庄 内 町

戸 沢 村

舟 形 町

鮭 川 村

最 上 町

大 蔵 村

村 山 市

東 根 市

寒 河 江 市

朝 日 町

大 江 町

山 形 市

上 山 市

天 童 市

米 沢 市

小 国 町

飯 豊 町

白 鷹 町

高 畠 町

鶴 岡 市

鶴 岡 市

最 上 町

村 山 市

東 根 市

尾 花 沢 市

寒 河 江 市

大 江 町

天 童 市

上 山 市
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　　　　　　「　　　　　　　　　　　　　　「

　別表第５中　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　」

　　　附　則

　この規程は、公布の日から施行する。

  公　　　　　告  

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定により、次のとおり大規模小売店舗に関する

変更の届出があった。

　なお、関係書類は、商工労働観光部商業経済交流課及び村山総合支庁産業経済部商工労働観光課並びに東根市役

所において平成20年６月１日まで縦覧に供する。

　　平成20年２月１日

山形県知事　　齋　　　藤　　　　　　　弘

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　さくらんぼタウン

　　東根市小林一丁目31番外 

２　変更した事項

　(1) 大規模小売店舗の名称及び所在地

　　（変更前）　

　　（変更後）　

　(2) 大規模小売店舗を設置する者の名称及び住所並びに代表者の氏名

　　（変更前）　

　　（変更後）

東置賜郡高畠町大字福沢

591番地の３

東置賜郡高畠町大字福沢

字福沢弐591番３

所　　　　在　　　　地名　　　　　　　称

東根市小林一丁目31番外 （仮称）さくらんぼゴールドタウン

所　　　　在　　　　地名　　　　　　　称

東根市小林一丁目31番外さくらんぼタウン

　代表者の氏名　住　　　　　　　　　　　　　　　　所　　名　　　　　称　　

井 上 政 志東根市小林一丁目４番５号アイシー開発株式会社

捧　 　 　 雄 一 郎新潟県新潟市清水4501番地１株式会社コメリ

大 髙 善 興福島県郡山市朝日二丁目18番２号株式会社ヨークベニマル

　代表者の氏名　住　　　　　　　　　　　　　　　　所　　名　　　　　称　　

井 上 政 志東根市小林一丁目４番５号アイシー開発株式会社
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　(3) 大規模小売店舗において小売業を行う者の名称及び住所並びに代表者の氏名

　　（変更前）　

　　（変更後）

３　変更年月日

　(1) ２の(1)に掲げる事項　平成20年１月15日

　(2) ２の(2)に掲げる事項　平成19年４月１日

　(3) ２の(3)に掲げる事項

　　ア　株式会社コメリに係るもの　平成19年４月１日

　　イ　株式会社アイエスケーに係るもの　平成19年12月３日

４　届出年月日

　　平成20年１月15日

５　その他

　　この公告に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項につい

て意見を有する者は、次に掲げる事項を記載した意見書を、平成20年６月１日までに知事に提出することができ

る。

　(1) 意見書を提出しようとする者の氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その名称及び代表者の氏名並

びに主たる事務所の所在地）

　(2) 意見書の提出の対象となる大規模小売店舗の名称

　(3) 意見

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

捧　 　 　 雄 一 郎新潟県新潟市南区清水4501番地１株式会社コメリ

大 髙 善 興福島県郡山市朝日二丁目18番２号株式会社ヨークベニマル

　代表者の氏名　住　　　　　　　　　　　　　　　　所　　名　　　　　称　　

捧　 　 　 雄 一 郎新潟県新潟市清水4501番地１株式会社コメリ

大 髙 善 興福島県郡山市朝日二丁目18番２号株式会社ヨークベニマル

その他は未定

　代表者の氏名　住　　　　　　　　　　　　　　　　所　　名　　　　　称　　

捧　 　 　 雄 一 郎新潟県新潟市南区清水4501番地１株式会社コメリ

大 髙 善 興福島県郡山市朝日二丁目18番２号株式会社ヨークベニマル

鈴 木 庸 扶東根市小林一丁目２番41号株式会社アイエスケー

その他は未定
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　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第２項の規定により、次のとおり大規模小売店舗に関する

変更の届出があった。

　なお、関係書類は、商工労働観光部商業経済交流課及び村山総合支庁産業経済部商工労働観光課並びに東根市役

所において平成20年６月１日まで縦覧に供する。

　　平成20年２月１日

山形県知事　　齋　　　藤　　　　　　　弘

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　さくらんぼタウン

　　東根市小林一丁目31番外

２　大規模小売店舗を設置する者の名称及び住所並びに代表者の氏名

　　アイシー開発株式会社　東根市小林一丁目４番５号

　　代表取締役　井上　政志

　　株式会社コメリ　新潟県新潟市南区清水4501番地１

　　代表取締役　捧　雄一郎

　　株式会社ヨークベニマル　福島県郡山市朝日二丁目18番２号

　　代表取締役　大髙　善興

３　変更する事項

　(1) 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

　　イ　駐輪場の位置及び収容台数

　　　（変更前）　128台（位置については縦覧に供する図面のとおり）

　　　（変更後）　136台（位置については縦覧に供する図面のとおり）

　　ロ　荷さばき施設の位置及び面積

　　　（変更前）　338平方メートル（位置については縦覧に供する図面のとおり）

　　　（変更後）　353平方メートル（位置については縦覧に供する図面のとおり）

　　ハ　廃棄物等の保管施設の位置及び容量

　　　（変更前）　66.5立方メートル（位置については縦覧に供する図面のとおり）

　　　（変更後）　66.1立方メートル（位置については縦覧に供する図面のとおり）

　(2) 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

　　イ　大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻

　　　（変更前）

　　　（変更後）

閉 店 時 刻開 店 時 刻小売業を行う者

午後９時午前７時株式会社コメリ

午後11時午前９時株式会社ヨークベニマル

午後11時午前９時未定

午後９時午前９時未定

閉 店 時 刻開 店 時 刻小売業を行う者

午後９時午前７時株式会社コメリ

午後11時午前９時株式会社ヨークベニマル
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４　変更年月日

　　平成20年９月16日

５　届出年月日

　　平成20年１月15日

６　その他

　　この公告に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項につい

て意見を有する者は、次に掲げる事項を記載した意見書を、平成20年６月１日までに知事に提出することができ

る。

　(1) 意見書を提出しようとする者の氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その名称及び代表者の氏名並

びに主たる事務所の所在地）

　(2) 意見書の提出の対象となる大規模小売店舗の名称

　(3) 意見

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　公営住宅法（昭和26年法律第193号）第22条第１項の規定により、山形県県営住宅の入居者の一般公募を次のとお

り行う。

　　平成20年２月１日

山形県知事　　齋　　　藤　　　　　　　弘

午後９時午前９時未定

午後９時午前９時株式会社アイエスケー
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（注)　「収入」とは、入居者（申込者）及び同居親族の過去１年間における所得税法（昭和40年法律第33号）の例 

　　により算出した所得金額の合計から次に掲げる額を控除した額を12で除した額をいう。

　(1) 同居親族又は控除対象配偶者若しくは扶養親族で入居者及び同居親族以外のもの１人につき　380,000円

　(2) 控除対象配偶者が老人控除対象配偶者である場合又は扶養親族が老人扶養親族である場合には、その老人控

除対象配偶者又は老人扶養親族１人につき　100,000円

　(3) 扶養親族が特定扶養親族である場合には、その特定扶養親族１人につき　200,000円

　(4) 入居者又は(1)に規定する者に障害者がある場合には、その障害者１人につき　270,000円（その者が特別障

害者である場合には、400,000円）

　(5) 入居者又は同居親族に寡婦又は寡夫がある場合には、その寡婦又は寡夫１人につき　270,000円（その者の

所得金額が270,000円未満である場合には、当該所得金額）

２　入居者の資格

　県営住宅に入居することができる者は、次の(1)から(4)に掲げる条件を具備する者でなければならない。ただ

し、１の表の「摘要」の欄に「単身可」と記載のある県営住宅については、身体上又は精神上著しい障害がある

ために常時の介護を必要とし、かつ、居宅においてこれを受けることができず、又は受けることが困難であると

認められる者以外の者は、(1)を除く。

　(1) 現に同居し、又は同居しようとする親族（婚姻の届出をしないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者そ

の他婚姻の予約者を含む｡）があること。

　(2) その者の収入が、次のイ又はロに掲げる場合の区分に応じ、それぞれイ又はロに定める金額を超えないこと。

　　イ　次のいずれかに該当する場合　268,000円

(ｲ) 入居者又は同居親族に障害者基本法（昭和45年法律第84号）第２条に規定する障害者でその障害の程度

が、次のａ、ｂ又はｃに掲げる障害の種類に応じ、それぞれａ、ｂ又はｃに定める程度のものがある場合

　　　　ａ　身体障害　身体障害者福祉法施行規則（昭和25年厚生省令第15号）別表第５号の１級から４級まで

ｂ　精神障害（知的障害を除く。）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和25年政令第

155号）第６条第３項に規定する１級又は２級

　　　　ｃ　知的障害　ｂに規定する精神障害の程度に相当する程度

　　　(ﾛ) 入居者が昭和31年４月１日以前に生まれた者であり、かつ、同居親族のいずれもが昭和31年４月１日以

前に生まれた者又は18歳未満の者である場合

　　　(ﾊ) 入居者又は同居親族に、次のいずれかに該当する者がある場合

ａ　戦傷病者特別援護法（昭和38年法律第168号）第２条第１項に規定する戦傷病者でその障害の程度が国

土交通省令で定める程度であるもの

ｂ　原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第117号）第11条第１項の規定による厚生大

臣の認定を受けている者

　　　　ｃ　海外からの引揚者で本邦に引き揚げた日から起算して５年を経過していない者

　　　(ﾆ） 同居者に小学校就学の始期に達するまでの者がある場合

　　ロ　イに掲げる場合以外の場合　200,000円

　(3) 現に住宅に困窮していることが明らかな者であること。

　(4) その者及び同居親族が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）

第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）でないこと。

３　選考方法

　　募集の区分欄に「特定目的用（身障者用)」とあるのは、身体障害者世帯から選考する。

　募集の区分欄に「特定目的用（高齢・身障者用)」とあるのは、高齢者世帯及び身体障害者世帯から選考する。

　　募集の区分欄に「一般用」とあるのは、心身障害者世帯、高齢者世帯、母子世帯、生活保護世帯、多子世帯、

過去１年間に３回以上入居者一般公募に申込み、いずれにおいても選考されなかった一定の要件に該当する世帯

の当選確率を優遇して公開抽選とする。

４　申込期間及び方法

　(1) 申込期間　　平成20年２月６日から同月12日まで（月曜日は休館日となります。）（受付時間AM10:00～PM6:00）

（ただし、郵送の場合は、平成20年２月12日までの消印のあるものに限り有効とする｡)

　(2) 申込用紙の請求先及び申込書の提出先

　　　山形市城南町一丁目１番１号　霞城セントラル22階

　　　山形県すまい情報センター

５　入居の時期　　平成20年４月１日
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　地方自治法（昭和22年法律第67号）第252号の38第６項の規定により、山形県知事から、平成17年４月18日に公表

した包括外部監査の結果に基づき講じた措置について、次のとおり通知があった。

　　平成20年２月１日

山形県監査委員　　田　　　澤　　　伸　　　一

山形県監査委員　　吉　　　田   　　　　　　明

山形県監査委員　　加　　　藤　　　淳　　　二

山形県監査委員　　濱　　　田　　　宗　　　一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第252号の38第６項の規定により、山形県知事から、平成18年４月28日に公表

した包括外部監査の結果に基づき講じた措置について、次のとおり通知があった。

　　平成20年２月１日

山形県監査委員　　田　　　澤　　　伸　　　一

山形県監査委員　　吉　　　田   　　　　　　明

山形県監査委員　　加　　　藤　　　淳　　　二

山形県監査委員　　濱　　　田　　　宗　　　一

　　措 置 の 内 容　　　　監 査 結 果　　
外　部　監　査

実 施 機 関 名

【管財課】

　全ての建物・土地・工作物について、平

成19年度中に評価額算出ルールを定め、

個々の金額が明らかになるようにします。

　また、平成20年４月の新財務会計システ

ムの本稼動にあわせ、台帳をシステム化し

ます。

＜工作物台帳について＞

　前身の山形高等技術専門校から引き継い

だものの内、12品目については個々の工作

物の金額が記載されておらず建物に含まれ

ている。

　今後、部分的に発生するであろう除却に

際し該当部分が明確にできないという不都

合が考えられる。管理上、台帳上で金額を

明らかにするとともに、より詳細に区分し

て記載する必要がある。

産業技術短期大学

校(本校)

【管財課】

　全ての建物・土地・工作物について、平

成19年度中に評価額算出ルールを定め、

個々の金額が明らかになるようにします。

　また、平成20年４月の新財務会計システ

ムの本稼動にあわせ、台帳をシステム化し

ます。

＜公有財産台帳について＞

　記載がおおまかで一括としてあるものが

ある。取得時に詳細に分類表示することに

より、将来の部分的な除却等に対応できる

ことになり管理上も有利である。

産業技術短期大学

校(庄内校)

　①男子寄宿舎については、取得価格を参

考とし、面積按分等の方法により、除去部

分を減額しました。（平成18年２月17日)

　②温室・ガラス温室については、業者か

ら新築する場合の見積書を徴し、内訳を参

考にして算出・減額しました。（平成19年３

月22日）

【管財課】

　全ての建物・土地・工作物について、平

成19年度中に評価額算出ルールを定め、

個々の金額が明らかになるようにします。

　また、平成20年４月の新財務会計システ

ムの本稼動にあわせ、台帳をシステム化し

ます。

＜建物修繕時における除却部分の処理につ

いて＞

　取得時以降、修繕等が施されている施設

について、台帳上では取得額に修繕に要し

た金額を加算している一方で、屋根張替や

改装による除却部分を減額していない。

　台帳上の財産価額を適正にするために

も、除去部分の減額を行うべきである。

　なお、台帳上の財産価額を適性にするた

めにも、｢公有財産台帳記載要領｣におけ

る、台帳上の価額に係る別段の定めを整備

し、減額すべき除去部分の価額算出方法も

併せて規定すべきである。

農業大学校
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　　措 置 の 内 容　　　　監 査 結 果　　
外　部　監　査

実 施 機 関 名

　任意様式にて備品番号には連番を付し、

備品カードと現物が対応するように順次整

備しています。

＜備品番号について＞

　備品カードは一覧性がなく、連番管理が

なされていない。また、備品標示票と備品

番号によるつながりが保たれていない。各

備品毎に連番で番号を付し、備品カードと

現物が対応するようにする必要がある。

工業技術センター

　100万円以上の備品に関しては、平成18

年度中に現品照合を行いました。

　５万円以上100万円未満の備品に関して

は、順次現品照合を行っています。

【出納局】

　平成19年４月１日より備品の基準額を２

万円から５万円に引き上げ、適正な事務処

理について指導しています。

＜備品の現物照合について＞

　山形県財務規則166条によれば、「年１回

以上現品と帳簿を照合すること。」になって

いるが、備品すべてについては、現品照合

を行っていない。

　また、購入額２万円以上を全て備品とし

て管理することは困難な状況にあり、金額

基準の再検討が必要である。

　備品標示票について、貼り付けのないも

のについては、現品照合を行う際に貼り付

けを実施しています。記載内容が消えてい

た標示については、現品照合を行う際にそ

の都度貼りかえています。

＜備品標示票について＞

　備品標示票の貼り付けのないもの、記載

内容が消えているものが散見された。備品

標示票の貼り付け及び記載内容の書き直し

を行う必要がある。

　備品台帳と現品を照合し、備品標示票へ

の記入等を行うとともに、備品の管理事務

については、平成18年12月に、備品の一覧

性を確保し、備品表示と備品番号がつなが

るよう効率的な管理ができる補助簿等を作

成し、管理しています。

＜備品標示票について＞

　備品番号が付されていないため、第三者

には現品との照合が正しく行われたかどう

か判断できない。備品標示票に備品番号を

記入する必要がある。

水産試験場

　長期的な見地から、既存建物の解体を含

む土地の利用方法を総合的に検討し、見極

めていきます。

＜不稼動資産について＞

　油庫として利用していた「鶴岡市加茂字

大崩594の２」の土地・建物について、現在

全く使用していない。普通財産に管理換え

をし、処分を検討する必要がある。

　備品の管理事務については、平成19年３

月に、備品の一覧性を確保し、備品表示と

備品番号がつながるよう効率的な管理がで

きる補助簿等を作成し、管理しています。

＜備品番号について＞

　備品カードは一覧性がなく、連番管理が

なされていない。また、備品標示票と備品

番号によるつながりが保たれていない。各

備品毎に連番で番号を付し、備品カードと

現物が対応するようにする必要がある。

農業試験場

　現品照合については、備品標示票、備品

カード及び補助簿等を整備し、物品出納員

が主体となって部門ごと照合結果等の記録

を残し、物品管理者がチェックしていま

す。（平成18年度分は平成19年３月に実施）

【出納局】

　平成19年４月１日より備品の基準額を２

万円から５万円に引き上げ、適正な事務処

理について指導しています。

＜備品の現物照合について＞

　山形県財務規則166条によれば、「年１回

以上現品と帳簿を照合すること。」になって

いるが、備品すべてについては、現品照合

を行っていない。

　また、購入額２万円以上を全て備品とし

て管理することは困難な状況にあり、金額

基準の再検討が必要である。
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　使用実績がゼロの備品（５件）について

は、平成19年４月２日に廃棄処分しまし

た。

　「オートアナライザー」については、平成

18年３月30日に農業試験場庄内支場に管理

換を行いました。

＜不稼動資産について＞

　指定物品で平成16年度中の稼働日数ゼロ

の備品が５件あった。現状で使用不能の状

態で、将来的に利用見込みのないものにつ

いては、処分する必要がある。

　なお、平成元年度取得の「オートアナラ

イザー」は、庄内支場に管理換えの手続き

をする必要がある。

　備品の管理事務については、平成18年12

月に、備品の一覧性を確保し、備品表示と

備品番号がつながるよう効率的な管理がで

きる補助簿等を作成し、管理しています。

＜備品番号について＞

　備品カードは一覧性がなく、連番管理が

なされていない。また、備品標示票と備品

番号によるつながりが保たれていない。各

備品毎に連番で番号を付し、備品カードと

現物が対応するようにする必要がある。

園芸試験場

　老朽化や性能不足により不稼動の状態に

あった備品であり、平成19年１月12日に不

用決定し、平成19年２月28日に廃棄処分し

ました。

＜不稼動資産について＞

　下記の物品については、現在不稼動の状

態にある。現状で使用不能の状態で、将来

的に利用見込みのないものについては、維

持費用を考え、即時処分する方が得策であ

る。

・果実酸度測定装置　１台

・サーミスター　１台

・サーミスターセンサー　１台

・温湿度測定装置　３台

・エチレン除去保鮮システム　１台

　備品の管理事務については、平成18年11

月に、備品の一覧性を確保し、備品表示と

備品番号がつながるよう効率的な管理がで

きる補助簿等を作成し、管理しています。

＜備品番号について＞

　備品カードは一覧性がなく、連番管理が

なされていない。また、備品標示票と備品

番号によるつながりが保たれていない。各

備品毎に連番で番号を付し、備品カードと

現物が対応するようにする必要がある。

砂丘地農業試験場

　現品照合については、備品標示票、備品

カード及び補助簿等を整備し、物品出納員

が主体となって部門ごと照合結果等の記録

を残し、物品管理者がチェックしていま

す。（平成18年度分は平成18年11月に実施）

【出納局】

　平成19年４月１日より備品の基準額を２

万円から５万円に引き上げ、適正な事務処

理について指導しています。

＜備品の現物照合について＞

　山形県財務規則166条によれば、「年１回

以上現品と帳簿を照合すること。」になっ

ているが、備品すべてについては、現品照

合を行っていない。

　また、購入額２万円以上を全て備品とし

て管理することは困難な状況にあり、金額

基準の再検討が必要である。

　備品の管理事務については、平成18年11

月に、備品の一覧性を確保し、備品表示と

備品番号がつながるよう効率的な管理がで

きる補助簿等を作成し、管理しています。

＜備品番号について＞

　備品カードは一覧性がなく、連番管理が

なされていない。また、備品標示票と備品

番号によるつながりが保たれていない。各

備品毎に連番で番号を付し、備品カードと

現物が対応するようにする必要がある。

養豚試験場
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　現品照合については、備品標示票、備品

カード及び補助簿等を整備し、物品出納員

が主体となって部門ごと照合結果等の記録

を残し、物品管理者がチェックしていま

す。（平成18年度分は平成18年11月に実施）

【出納局】

　平成19年４月１日より備品の基準額を２

万円から５万円に引き上げ、適正な事務処

理について指導しています。

＜備品の現物照合について＞

　山形県財務規則166条によれば、「年１回

以上現品と帳簿を照合すること。」になっ

ているが、備品すべてについては、現品照

合を行っていない。

　また、購入額２万円以上を全て備品とし

て管理することは困難な状況にあり、金額

基準の再検討が必要である。

　クロマツ、アカマツのマツノザイセン

チュウ接種検定済み苗木について、平成18

年度より、市場価格や接種経費等を勘案し

て単価設定しています。（平成18年度分は

平成18年10月に単価設定)

＜生産物の売払価格の算定について＞

　マツノザイセンチュウ接種検定済み苗の

売払価格の決定は、前年度単価×賃金単価

上昇率で行っているが、人件費に依存しな

い苗木価格等については、市場価格を用い

て単価設定する必要がある。

森林研究研修セン

ター

　任意様式にて備品番号には連番を付し、

備品カードと現物が対応するように順次整

備しています。

＜備品番号について＞

　備品カードは一覧性がなく、連番管理が

なされていない。また、備品標示票と備品

番号によるつながりが保たれていない。各

備品毎に連番で番号を付し、備品カードと

現物が対応するようにする必要がある。

高度技術研究開発

センター

　計画的に順次照合を行っています。

【出納局】

　平成19年４月１日より備品の基準額を２

万円から５万円に引き上げ、適正な事務処

理について指導しています。

＜備品の現物照合について＞

　山形県財務規則166条によれば、「年１回

以上現品と帳簿を照合すること。」になっ

ているが、備品すべてについては現品照合

を行っていない。

　また、購入額２万円以上を全て備品とし

て管理することは困難な状況にあり、金額

基準の再検討が必要である。

　備品標示票について、はがれたものにつ

いては、現品照合を行う際に貼り付けると

ともに、備品標示票に備品番号を記載して

います。

＜備品標示票について＞

　備品標示票の貼り付けのないもの、記載

内容が消えているものが散見された。備品

標示票の貼り付け及び記載内容の書き直し

を行う必要がある。

　また、備品番号が付されていないため、

第三者に現品照合が正しく行われたかどう

か判断できない。備品標示票に備品番号を

記入する必要がある。

　備品図書の管理について、管理簿と現品

とを順次照合しています。

＜図書の利用について－②＞

　図書室の運用についての内部統制は不十

分である。備品図書についての実査を年1

回は行い、実態の把握に努める必要があ

る。

　利用頻度、利用見込み、処分経費を検討

した結果、平成19年４月よりセルソーター

の保守を停止しました。

　それ以外の機器は、県内製造業等におい

て研究開発や製造現場でのトラブル解析等

に使用されるもので、自社で装備するには

＜利用が少ない機器についての保守費用の

計上について＞

　使用件数が少なく、保守費用が収入金額

よりも多くかかっている下記の機器等につ

いては、利用頻度と利用の内容を検討した

うえで、将来的に使用が見込めない、研究
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非効率的なものを共同利用するよう配置し

たものであり、性能を維持するため、真空

系や制御系等についてメーカーの保守を継

続することとしました。

期間が終了する等、保有する意義が薄いも

のは、廃棄、利用者への売却や他の機関へ

の転用等を検討する必要がある。

・フーリエ変換核磁器共鳴装置

・エックス線マイクロアナライザー

・走査型電子顕微鏡

・集束イオンビーム装置

・光電子分光分析装置

・万能三次元測定機

・液体クロマトグラフ質量分析計

・セルソーター
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